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政府はこうした事態を鑑みて産業転換地域の政策を刷新し， 1984年に「転換の極 (polede conversion) J 







第 1国 f転換の極jおよび「北東アーチの都市PACTJ指定地域の分布 (198611三)
(DATAR資料より作j或)
域開発基金 (FEDER)からの資金援助が確保される.
1989年には， I北東アーチの者1)市PACT(Les PACT Urbains de L'Arc Nord-Est) Jが開始される 9)
PACTとは，国土整備協調プログラム (Programmesd'Amenagement Concerte du Territoire)を意味し，
1982年に開始された呂・地域開計画契約 (contratsde plan Etat-Region)に基づいて特に問題のある地
区を優先的に取り上げるものである.PACTは1988年に始まり，都市，農村¥観光，教育等の各


















ることができる.例えば 1994 ~ 98年期における国-地域間契約に基づく財政支出の22の地域への
配分に着目すると，ノール・パドカレ地域への配分割合は10.8%であり，イル・ド・フランス地域の
シェア(14.6%)に次いで高率であることがわかる.しかも， I可期間における本地域への配分割合は，
1989 -93年期における配分割合 (9.7%)に較べて1.1ポイント上昇している 11)
同様の現象は， EU 地域 l~lqJ8政策における資金配分にも認められる. EU構造基金に基づく，地域
開発政策は， 1989年以降，特定分野に対ーする集中的配分を実現すべく， f1 -4， 5a， 5b， 6Jの7つ
の優先目標 (objective) を設定した 12) これらのうち， f自襟2Jが衰退産業地域の産業転換を対象















ノール・パドカレ地域に関しては， i 目標2J に加えて，低 1~f-]9S地域の 1~lg3S促進を lヨ的とする「目
標 1Jの適用も受けている. i!ヨ襟 1J地域はイタリア南部，スコットランド，アイルランド，旧東
ドイツ，ギリシア，スペイン，ポルトガル等， EUの中でも周辺的地域に指定されているのが通例で







第 1表 EU 地域開発政策 i!ヨ襟 2Jに基づくフランスの地域別開発計蕗の予算配分(1994
~ 99il:Jm) 
総費用 うち EU負担分
(ECU million) 構litよヒ (%) (ECU million) 構成比(%)
ノール・}¥ドカレ 1，264，969 17.2 378，573 23.6 
ロレーヌ 409，336 5.6 174，861 10.9 
ペイ・ド ラ・ロワ-)レ 427，954 5.8 163，852 10.2 
ピカルデイ 477，247 6.5 140，793 8.8 
ブjレターニュ 343，586 4.7 119，231 7.4 
シャンノマーニュ アルデンヌ 508，753 6.9 114，581 7.1 
ラングドック jレション 561，416 7.6 99，590 6.2 
オーベルニュ 357，148 4.8 82，926 5.2 
ブルゴーニュ 335，177 4.5 70，196 4.4 
ポワトゥ・シャラント 200，645 2.7 63，390 4.0 
フランシュ・コンテ 235，261 3.2 56，650 3.5 
ミデイ・ピレネ 176，785 2.4 53，398 3.3 
サントル 234，494 3.2 38，229 2.4 
ローヌ・アルプ 745，842 10.1 15，884 1.0 
アキテーヌ 535，931 7.3 14，320 0.9 
ノくス・ノルマンデイ 251，862 3.4 8，611 0.5 
オート・ノルマンデイ 90，046 1.2 3，102 0.2 
プロヴァンス・コート・ダ・ジュール 72，411 1.0 2，675 0.2 
アルザス 144，411 2.0 2，388 0.1 






























(事業所) 特化係数 (人) 特化係数
食品 2，722 29.5 1.0 37，054 13.4 1.0 
繊維・衣服 1，257 13.6 1.9 45，439 16.4 2.3 
皮革・靴 30 0.3 0.3 952 0.3 0.2 
木材・木製品 245 2.7 0.8 3，341 1.2 0.6 
製紙・出版・ I=D制 782 8.5 0.8 21，961 7.9 1.0 
コークス，石油 13 0.1 1.4 1，361 0.5 0.7 
化学 203 2.2 0.9 14，322 5.2 0.7 
ゴム・プラスチック 245 2.7 0.9 10，754 3.9 0.7 
非金馬材料 367 4.0 1.0 19，786 7.1 1.8 
金属 1，455 15.8 1.1 53，313 19.3 1.3 
一般機械 583 6.3 1.0 17，197 6.2 0.8 
電気機械 564 6.1 0.7 14，698 5.3 0.4 
輸送用機械 170 1.8 0.9 28，610 10.3 1.0 
その他の製造業 593 6.4 0.8 8，073 2.9 0.6 
9，229 100 276，861 100.0 





































ルーペドつールコワン脇 -2.3~ -0.9 









~ -1.8 ~ -0.4 
図 -3.3~ -1.8 
巴----3.3 
第3図 ノーjレ・パドカレ地域における地域別雇用増減(1975~ 1996年)


























































90年代に至るまで一貫して生産を縮小してきている. 1995~1三時点で 1975 年と比較すると従業者数で
6割強の減，付加価値額でも 4割減となっている.にもかかわらず，ノール・パドカレ地域全体で
1995年現在， 45，439人の雇用を確保しており，リヨン，パリにつく¥繊維-衣服産業の集積地である
ことに変わりはない.この値はフランス全体の扉月3の17%を占める.また， 45，439人のうち， 48% 
に当たる21，887人の雇用はルーベおよびツールコアンを含むリール郡の事業所でもたらされている.































































年)とオイニにおける石炭鉱床の発見 (1847年)に伴い， 1850年以降， ドゥーエよりも西方のラン
ス地区およびベチューン地豆へと拡大した.


































り生産量は縮小期に入り， 1971年には1，400Jj tへと半減し， 1979年には700万tとさらに半減した
(第 7I~I).これは，欧州石炭鉄鋼共同体の結成に基づく屈のエネルギ一政策の変化，また，合衆j翠，



































































































































































































































(第 3表). 10年間で1，000人以上の雇用機会は22事業所から 15事業所へと減少し，合計で25，370人
の雇用が失われている.雇用機会喪失の最大の要因は，言うまでもなく炭田の閉鎖にある. 1985年
時点で，ランス地区およびバランシエンヌ地区に採炭を行う呂営の事業所が5ヵ所存在し，そこでは
合計17，300人の従業者が雇用されていた.すなわち， 1985年以降， 1990年の完全開UJまでに 17，300
人の炭坑労働者の雇用が失われたことになる.炭田と結び付きを有してきた製造業もまた大きな要因
となっている.製鉄業のユジオ社の場合， 85年においてベチューンおよびパランシエンヌ地区に
1，000人以上の事業所だけで、 3工場を有し， 3工場で5.920人の従業者を擁した. 95年までにバランシ












第3表 パサン・ミニエにおける従業者1，000人以上の雇用機会 (1985 95年)
1985年 1995年
従業者数(人) 事業所数 従業者数(人) 事業所数
採炭業 17，300 5 。 。
製鉄・製鋼業 5.920 3 2.890 2 
輸送用機械製造業 24，260 8 17，380 6 
その他の製造業 3，160 2 1，330 
建設業 1，960 3，350 2 
総合病院 5，470 3 7，750 4 


























1990年 1996年増j成 (96~ 90 年)
第l次産業 7，315 6，013 -1，302 
第2次産業 120，490 112，205 -8，285 
第3次産業 209，048 229，288 20，240 




















(ORHA， Recensement des zones d'acitivites dans le Nord-pas-de-Clais， 


















1962 ~ 68年 12，569
1968 ~ 75 9，635 
1975~82 6，347 
1982 ~ 90 6，607 





















パサン・ミニエ ノー ル ノfドカレ
iヨ 1.5 2.8 
I(故人・高人 企業経営者 6.8 6.8 
高級管理職 6.9 8.8 
中間管理!_l践 19.4 20.0 
ホワイトカラー労働者 25.9 26.2 
ブルーカラー労働者 39.5 35.4 
ぷiコミ、宝R-I 100.0 100.0 
(INSEE， Recensement de la poplllation，より作成).
第7表 パサン・ミニエにおける毘籍別人口構成 (1990年)
i主籍 人口 構成比(%)
フランス 1，211，426 95.9 
モロッコ 15，908 1.3 
アルジエリア 12，469 1.0 
オぞー ランド 8，504 0.7 
イタリア 7，548 0.6 
ベルギー 2，036 0.2 
その他 5，524 0.4 
外i翠籍人!コIJ、計 51， 989 4.1 
ぷ!二』3きrJ十1 1，263，415 100.0 



































1987 88 89 90 91 92 93 
年
第1図 バサン・ミニエにおける失業率の推移 (1987~ 93年)
(ASSEDIC資料より作成).
294 
第 8表パサン ミニエ居住者の通勤先内訳 (1990年)
上段人，下段構成jヒ(%)
他のパサン リー ル その他のノー イルド その他の
地区名 白地区内
ミニエ 大都市圏 }v . J¥ドカレ フランス フランス
55，223 5，291 9，470 3，085 886 694 
ドゥー エ
73.8 7.1 12.7 4.1 1.2 0.9 
84，765 3，290 4.722 
ヴァランシエンヌ
3，264 1，350 910 
84.9 3.3 4.7 3.3 1.4 0.9 
73，950 1，060 14，465 4，993 1，207 987 
ランス
69.2 10.4 13.5 4.7 1.1 0.9 
66，543 6.125 9，683 6，306 940 657 
ベチュー ン
73.7 6.8 10.7 7.0 1.0 0.7 
280，481 25，766 38，340 17，648 4，383 3，248 
正1コ〉、吉oi-
75.4 6.9 10.3 4.7 1.2 0.9 













































(ITF) ，交通運輪研究所 (IRCHA)，アグロノミック研究所 (INRA)，砂糖研究所 (IRIS)，ノール電
子・マイクロエレクトロニクス研究所がある.
テクノポールとしてのヴイルヌーブ・ダスクの核心は 南部のシテ・シアンテイブイツク地豆と北





学高等学校 (ENSCL)， リール中央学校 (ECL)，新リール通信技術学校 (ENIC)， リール技術大学


















































































































務所編， 1998b， p，26). 
7) Thibaud (1991)， pp.84-86所JI又の1986年4月付け
DATAR文書による.






11) 自治体国際化協会パリ事務所編 (1998b，p.50)， 
および，国土計画協会編 (1993，p.62)，所1文の
DATAR資料より筆者算出.
12) 6 つの優先 !~l 襟のうち， 1目標 1 (低 I~~)在地域)J，
「目標 2 (衰退産業地域)J， 1 El標5b(農村地域)J， 
「目標 6 (人口低密度地域)Jの4呂擦が対象地域を
限定した政策である.なお， 2000 ~ 2006年の計醤
期I1Jにおいては， I日「目標 1Jと!日「自標 5Jが統
合されて新 1，ヨ標 1 (開発の遅れた地域)Jへ， I日
i I~I 襟 2 Jと1[:1i Iヨ襟5bJが統合されて新「目標 2
(構造的困難に直面する地域)Jへと再編された.







15) 日本で 1999 年 1 月より製造を 1~f.J 始した「ヴイツ
ツjを「ヤリスjの名称で、販売する予定である.






は fコロン (coron)J と呼ばれていたが， 201ft紀頭
より居住条科二の向上から「シテ (cite)Jの名称に改





















しては， Bruhat (1990， pp.86-91) に詳しい.
24) VALとは，軽量自動車出送機関 (VehiculeAutomatique 
Leger)であり， リール科学技術大学の自動化研究
室の協力を得て，マトラ社が1970年代に開発を行
ったものである. VAL 1 ~予が!Ì{ (13.3km) は1983年





(Wackermann， 1992， pp.72-73). 
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Redevelopment of Declined lndustrial Area in France: 
A Case Study of the Nord Pas-de-Calais Region 
Hironobu ODA 
This paper aims to point out new aspects of the French dec1ined industrial areas after the EU 
integration. It refers to， firstly， historical overview of nationa1 po1icies for industria1 conversion， and 
second1y， industria1 and regiona1 change of the studied area. 
Nationa1 po1icies for conversion have started at the 1ate 1950s. Throughout the 1960s and 70 s， 
the nationa1 government took the devised appropriate measure for the regions that faced economica1 
di百icultiessuch as dec1ines of the coal industry and the textile industry. After the 1980s， the policies 
shift from their initia1 target to the new strategic aim. In other. words， the government policy is 
oriented toward construction of the French Northeast Be1t as the European heartland with 
competitive advantages. Today， the Northeast Be1t is not mere ensemb1e of dec1ined industria1 areas， 
a1so miracle zone with many potentia1s under European cooperation and competition. 
In particular， the Nord Pas-de-Calais Region has lately attracted considerable attention because 
of its locationa1 advantage at a crossroads the European countries and its abundant stock of 
infrastructure. This means not on1y that the region has attracted a mount of investment， but a1so that 
spatia1 agg1omeration of SMEs has obtained an important 10ca1ity among g10bal economy. In one hand， 
former coa1 mining region is becoming an industrial district of automobile production， inother hand， 
the texti1e production area has acquire a kind of flexibility with the information technology. 
Key words: EU integration， declined industrial area， industrial conversion， Nord Pas-de-Calais 
Region， Northern French Coa1 Fields，Technopo1e 
